
 
 

神戸市建築物の安全性の確保等に関する条例の一部を改正する条例の件について 

（概要） 
 

 

 

１．改正の理由 

平成 30 年６月 27 日公布の建築基準法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 67 号）によ

り、既存建築ストックの多様な形での利活用促進等を目的に、建築基準法（昭和 25 年法律第 201

号。以下「法」という。）が改正された。この法改正に伴い、建築物の用途を一時的に変更して

使用する場合の制限を緩和する等の規定について、神戸市建築物の安全性の確保等に関する条

例（以下「建築安全条例」という。）の一部を改正する。 

 

 

２．改正の概要 

(1)建築物の一時的な用途変更に対する制限の緩和【第49条の６の２】 

法改正により、法第87条の３として、建築物の用途を変更して一時的に興行場等として使用

する場合の許可制度が設けられた。許可を受けた建築物については、法の一部の規定が適用除

外となる。建築安全条例においても、法の扱いと整合を図るため、法の規定により許可を受け

た興行場等については、法に上乗せして制限している条例の規定の一部（特殊建築物の接道長

さ等）を適用除外とする規定を設ける。 

 

(2)既存不適格建築物の用途変更に対する制限の緩和【第49条の６】 

法の各規定が制定される以前から建てられている建築物で、法の各規定に適合していない既

存不適格建築物を用途変更する場合には、法第87条第３項により、一部の規定は準用されない。

建築安全条例においても、法に上乗せして制限している条例の規定の一部（斜面地建築物の安

全措置等）を適用除外とする規定を設ける。 

 

(3)その他条ずれ等への対応 

①老朽危険家屋等に対する措置の規定の整理【第64条、第65条】 

法改正により、法第９条の４（保安上危険な建築物等の所有者等に対する指導及び助言）

が新設されたことに伴い、文言を追加する。 

②法改正に伴う条ずれ対応【第２条、第11条、第14条、第50条】 

③その他文言の修正【第32条】 

 

３．条例の施行 

公布の日から施行する。 

資料２－１ 
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第53号議案  

神戸市建築物の安全性の確保等に関する条例の一部を改正する条例の件 

神戸市建築物の安全性の確保等に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。 

令和元年６月19日提出  

神戸市長 久   元   喜   造   

神戸市建築物の安全性の確保等に関する条例の一部を改正する条例 

神 戸 市 建 築 物 の 安 全 性 の 確 保 等 に関 す る 条 例 （ 平 成 20年 ４ 月 条 例 第 １号 ）の

一部を次のように改正する。 

第２条第２項中「第66条」を「第64条」に改める。 

第 11条第 １ 項 及 び 第 14条第 １ 項 中 「 第 87条の ２ 」 を 「 第 87条の ４ 」 に 改 め る。 

第 32条 第 ２ 項 中 「 そ の 路 地 状 部 分に 通 路 」 を 「 当 該建 築 物 の 主 要 な 出入 口か

ら道路に通じる敷地内通路」に，同条第３項中「第１項」を「前２項」に改める。 

第 49条の６を同条第２項とし，同条に第１項として次の１項を加える。 

法 第 ３ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 第 20条 ， 第 21条 ， 第 47条 又 は 第 48条 の 規 定 の

適 用 を 受 け な い 建 築 物 の 用 途 を 変更 す る 場 合 に お いて は ， こ れ ら の 規定 は，

適用しない。 

第 49条の６の次に次の１条を加える。 

（ 建 築 物 の 用 途 を 変 更 し て 一 時 的に 興 行 場 等 又 は 特別 興 行 場 等 と し て使 用す

る場合の適用の除外） 

第 49条の６の２ 法第87条の３第５項の規定により許可をする興行場等又は同条

第６項の規定により許可をする特別興行場等については，第21条，第22条第１

項及び第２項，第23条第１項，第31条，第32条第１項，第34条，第35条，第41

条第１項，第42条，第44条，第45条第１項，第47条並びに第48条の規定は，適

用しない。 

第 50条第１項及び第２項中「第66条」を「第64条」に改める。 

第 64条 中 「 所 有 者 等 が 」 の 次 に 「法 第 ９ 条 の ４ の 指導 又 は 助 言 に 従 って その

指導又は助言に係る措置をとる場合及び」を加える。 

第 65条 第 １ 項 中 「 こ の 節 の 規 定 」の 次 に 「 並 び に 法第 ９ 条 の ４ 」 を 加え ，同
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条第２項第１号中「第57条第１項」の次に「又は法第９条の４」を加える。 

   附  則  

 この条例は，公布の日から施行する。 

 

               理     由  

 建築物の用途を一時的に変更して使用する場合の制限を緩和する等に当たり，

条例を改正する必要があるため。 
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新旧対照表（旧 

 

資料２－３ 

 
神戸市建築物の安全性の確保等に関する条例の一部を改正する条例の件 

（新旧対照表） 



 

 

 

（参 考） 

神戸市建築物の安全性の確保等に関する条例 ぬきがき 

（  は，改正部分を示す。） 

（現   行） 

（用語の定義） 

第２条 略 

２ この条例において「建築主等」とは，建築

主（法第66条及び第88条第１項に規定する工

作物の築造主を含む。）又は建築物（法第66

条及び第88条第１項に規定する工作物を含

む。以下この章において同じ。）の設計者，

建築物の工事施工者（請負工事の下請負人を

含む。）若しくは工事監理者をいう。 

３～５ 略 

（建築主，設置者等の変更等） 

第11条 建築主（建築設備の設置者及び工作物

の築 造主 を含 む。 以下 この 章に おい て 同

じ。）は，法第６条第１項（法第87条第１

項，第87条の２又は第88条第１項若しくは第

２項において準用する場合を含む。以下同

じ。），第６条の２第１項（法第87条第１項，

第87条の２又は第88条第１項若しくは第２項

において準用する場合を含む。以下同じ。）

又は第18条第３項（法第87条第１項，第87条

の２又は第88条第１項若しくは第２項におい

て準用する場合を含む。以下同じ。）の規定

により確認済証の交付を受けた後に，当該確

認済証に係る建築物，建築設備又は工作物

（以下「建築物等」という。）の工事につい

て，次の各号のいずれかに該当するに至った

ときは，規則で定めるところにより，速やか

に市長に届け出なければならない。 

(1)，(2) 略 

（改 正 案） 

（用語の定義） 

第２条 略 

２ この条例において「建築主等」とは，建築

主（法第64条及び第88条第１項に規定する工

作物の築造主を含む。）又は建築物（法第64

条及び第88条第１項に規定する工作物を含

む。以下この章において同じ。）の設計者，

建築物の工事施工者（請負工事の下請負人を

含む。）若しくは工事監理者をいう 

３～５ 略 

（建築主，設置者等の変更等） 

第11条 建築主（建築設備の設置者及び工作物

の築造主を含 む。以下 この章におい て同

じ。）は，法第６条第１項（法第87条第１

項，第87条の４又は第88条第１項若しくは第

２項において準用する場合を含む。以下同

じ。），第６条の２第１項（法第87条第１項，

第87条の４又は第88条第１項若しくは第２項

において準用する場合を含む。以下同じ。）

又は第18条第３項（法第87条第１項，第87条

の４又は第88条第１項若しくは第２項におい

て準用する場合を含む。以下同じ。）の規定

により確認済証の交付を受けた後に，当該確

認済証に係る建築物，建築設備又は工作物

（以下「建築物等」という。）の工事につい

て，次の各号のいずれかに該当するに至った

ときは，規則で定めるところにより，速やか

に市長に届け出なければならない。 

(1)，(2) 略 
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２～４ 略 

（立会調査等） 

第14条 市長は，指定確認検査機関が法第７条

の２第１項（法第87条の２又は第88条第１項

若しくは第２項において準用する場合を含

む。）又は第７条の４第１項（法第87条の２

又は第88条第１項において準用する場合を含

む。）の規定による検査（以下この条及び次

条において単に「検査」という。）の業務を

行おうとする場合において，業務の適正な実

施を確保するため必要があると認めるとき

は，当該検査の業務の状況を調査することが

できる。 

２～４ 略 

（共同住宅又は寄宿舎の出入口と道路等との

関係） 

第32条 略 

２ 前項本文の規定は，階数が２以下であり，

かつ，延べ面積が200平方メートル以下であ

る建築物（路地状敷地に建築される建築物に

あっては，その路地状部分に通路（幅員が

1.5メートル以上であり，かつ，奥行きが20

メートル以下であるものに限る。）を設けて

いるものに限る。）については，適用しな

い。 

３ 法第43条第２項第２号の規定による許可を

受けた建築物については，第１項の規定中

「道路」とあるのは，「施行規則第10条の３

第４項第１号に規定する空地に設けられる通

路，同項第２号に規定する農道その他これに

類する公共の用に供する道又は同項第３号に

規定する通路」とする。 

（用途の変更に対するこの条例の準用） 

２～４ 略 

（立会調査等） 

第14条 市長は，指定確認検査機関が法第７条

の２第１項（法第87条の４又は第88条第１項

若しくは第２項において準用する場合を含

む。）又は第７条の４第１項（法第87条の４

又は第88条第１項において準用する場合を含

む。）の規定による検査（以下この条及び次

条において単に「検査」という。）の業務を

行おうとする場合において，業務の適正な実

施を確保するため必要があると認めるとき

は，当該検査の業務の状況を調査することが

できる。 

２～４ 略 

（共同住宅又は寄宿舎の出入口と道路等との

関係） 

第32条 略 

２ 前項本文の規定は，階数が２以下であり，

かつ，延べ面積が200平方メートル以下であ

る建築物（路地状敷地に建築される建築物に

あっては，当該建築物の主要な出入口から道

路に通じる敷地内通路（幅員が1.5メートル

以上であり，かつ，奥行きが20メートル以下

であるものに限る。）を設けているものに限

る。）については，適用しない。 

３ 法第43条第２項第２号の規定による許可を

受けた建築物については，前２項の規定中

「道路」とあるのは，「施行規則第10条の３

第４項第１号に規定する空地に設けられる通

路，同項第２号に規定する農道その他これに

類する公共の用に供する道又は同項第３号に

規定する通路」とする。 

（用途の変更に対するこの条例の準用） 
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第49条の６ 法第３条第２項の規定により第20

条，第21条，第47条又は第48条の規定の適用

を受けない建築物の用途を変更する場合にお

いては，これらの規定は，適用しない。 

  前条第３項の規定は，法第３条第２項の規

定により第24条から第26条まで，第28条，第

30条第１項第２号，第32条第１項，第33条第

２項，第36条から第38条まで，第39条第２

項，第43条，第45条第１項又は第45条の２か

ら第45条の６までの規定の適用を受けない建

築物の用途を変更する場合について準用す

る。この場合において，前条第３項中「増築

等」とあるのは「用途の変更」と，「法第３

条第３項第３号及び第４号」とあるのは「法

第87条第３項」と読み替えるものとする。 

（建築物の用途を変更して一時的に興行場等

又は特別興行場等として使用する場合の適用

の除外） 

第49条の６の２ 法第87条の３第５項の規定に

より許可をする興行場等又は同条第６項の規

定により許可をする特別興行場等について

は，第21条，第22条第１項及び第２項，第23

条第１項，第31条，第32条第１項，第34条，

第35条，第41条第１項，第42条，第44条，第

45条第１項，第47条並びに第48条の規定は，

適用しない 

（書類の保管） 

第50条 建築物及び法第66条又は第88条第１項

若しくは第２項に規定する工作物（次項にお

いて「法第66条等に規定する工作物」とい

う。）の所有者（所有者と管理者が異なる場

合においては管理者。以下この条及び第54条

において同じ。）は，法第６条第１項又は第

第49条の６ 法第３条第２項の規定により第20

条，第21条，第47条又は第48条の規定の適用

を受けない建築物の用途を変更する場合にお

いては，これらの規定は，適用しない。 

２ 前条第３項の規定は，法第３条第２項の規

定により第24条から第26条まで，第28条，第

30条第１項第２号，第32条第１項，第33条第

２項，第36条から第38条まで，第39条第２

項，第43条，第45条第１項又は第45条の２か

ら第45条の６までの規定の適用を受けない建

築物の用途を変更する場合について準用す

る。この場合において，前条第３項中「増築

等」とあるのは「用途の変更」と，「法第３

条第３項第３号及び第４号」とあるのは「法

第87条第３項」と読み替えるものとする。 

（建築物の用途を変更して一時的に興行場等

又は特別興行場等として使用する場合の適用

の除外） 

第49条の６の２ 法第87条の３第５項の規定に

より許可をする興行場等又は同条第６項の規

定により許可をする特別興行場等について

は，第21条，第22条第１項及び第２項，第23

条第１項，第31条，第32条第１項，第34条，

第35条，第41条第１項，第42条，第44条，第

45条第１項，第47条並びに第48条の規定は，

適用しない。 

（書類の保管） 

第50条 建築物及び法第64条又は第88条第１項

若しくは第２項に規定する工作物（次項にお

いて「法第64条等に規定する工作物」とい

う。）の所有者（所有者と管理者が異なる場

合においては管理者。以下この条及び第54条

において同じ。）は，法第６条第１項又は第
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６条の２第１項の規定により交付を受けた確

認済証その他の書類を保管するよう努めなけ

ればならない。 

２ 建築物及び法第66条等に規定する工作物の

所有者は，当該建築物又は工作物に係る建築

（工作物にあっては築造），修繕若しくは模

様替又は建築設備の設置に係る工事の完了の

時点における当該建築物又は工作物の敷地，

構造及び建築設備の状態を示す図面，仕様書

その他これらに類する図書（以下この項にお

いて「図面等」という。）が作成され，その

提供を受けた場合は，図面等を保管するよう

努めなければならない。 

（技術的援助等に係る準用） 

第64条 第59条の規定は，所有者等が法第９条

の４の指導又は助言に従ってその指導又は助

言に係る措置をとる場合及び法第10条第１項

の勧告に従ってその勧告に係る措置をとる場

合について準用する。 

（関係機関等との連携） 

第65条 市長は，この節の規定並びに法第９条

の４及び法第10条の規定を施行するために必

要があると認めるときは，警察その他の関係

機関に対し，所有者等を確知するための情報

の提供その他の必要な協力を求めることがで

きる。 

２ 市長は，前項の規定に基づく協力を得るた

めに，次に掲げる情報を提供することができ

る。この場合において，第５号の情報を提供

するときは，第62条第３項の規定の趣旨を尊

重しなければならない。 

(1) 第57条第１項又は法第９条の４の規定

による指導又は助言の内容 

６条の２第１項の規定により交付を受けた確

認済証その他の書類を保管するよう努めなけ

ればならない。 

２ 建築物及び法第64条等に規定する工作物の

所有者は，当該建築物又は工作物に係る建築

（工作物にあっては築造），修繕若しくは模

様替又は建築設備の設置に係る工事の完了の

時点における当該建築物又は工作物の敷地，

構造及び建築設備の状態を示す図面，仕様書

その他これらに類する図書（以下この項にお

いて「図面等」という。）が作成され，その

提供を受けた場合は，図面等を保管するよう

努めなければならない。 

（技術的援助等に係る準用） 

第64条 第59条の規定は，所有者等が法第９条

の４の指導又は助言に従ってその指導又は助

言に係る措置をとる場合及び法第10条第１項

の勧告に従ってに係る措置をとる場合につい

て準用する。 

（関係機関等との連携） 

第65条 市長は，この節の規定並びに法第９条

の４及び法第10条の規定を施行するために必

要があると認めるときは，警察その他の関係

機関に対し，所有者等を確知するための情報

の提供その他の必要な協力を求めることがで

きる。 

２ 市長は，前項の規定に基づく協力を得るた

めに，次に掲げる情報を提供することができ

る。この場合において，第５号の情報を提供

するときは，第62条第３項の規定の趣旨を尊

重しなければならない。 

(1) 第57条第１項又は法第９条の４の規定

による指導又は助言の内容 
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(2)～(5) 略  

３ 略 

(2)～(5) 略  

３ 略  
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